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研究成果の概要（和文）：主要なものとして、以下の 3 つがある。(1)社会経済史学会第 78 回全

国大会におけるパネル・ディスカッション「両大戦間期・第二次大戦期の中国における在華日

系企業の活動－内外綿会社の活動を事例として」（2009 年 9 月 27 日）、およびシンポジウム「両

大戦間期・第二次大戦期の中国における在華日系企業の活動」（2009 年 9 月 28 日、東京大学

社会科学研究所）の開催。(2)富澤芳亜、久保亨、萩原充編『近代中国を生きた日系企業』の刊

行（平成 23 年度科学研究費補助金（研究成果公開促進費）交付内定）。(3)在華紡関係者のイン

タビューの文字化とその校閲（一部は公刊済み）。 

 
研究成果の概要（英文）：Main result is three points of the following. (1) Holding of a panel 

discussion "Activity of Japanese Corporations in China, the Interwar and World War II 

period-An case study of Naigaiwata Co.,Ltd" in the 78th Socio-Economic History Society 

national convention (September 27, 2009) , and a symposium of "Activity of Japanese 

Corporations in China, the Interwar and World War II period " (September 28, 2009, at 

Tokyo University Institute of Social Science). (2) Publication of "Japanese-company which 

lived in modern China." Edited by Tomizawa Yoshia, Kubo Toru, Hagiwara Mitsuru. (3) 

Transcription of the interviews to the persons concerned of the Japanese spinning company 

in China. 
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１．研究開始当初の背景 

(1)1980年代以降の東アジア地域の高度経済

成長は、貿易と投資を媒介とする強力な国際

リンケージにより支えられたのであり、この

国際リンケージの担い手は、華人資本と日本

系企業だった。1980年代以降のアジア交易圏

を含む華人ネットワーク研究の活発化は、こ

のような東アジア地域の経済発展を歴史学

的に位置づけようとする側面を持っていた。

現状の東アジア地域経済における華人資本
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と日本系企業の役割と作用には大きな相違

点を認めることができるが、経済発展のもう

一方の担い手である日本系企業の東アジア

地域における活動を、中国近現代史に位置づ

けようとする研究は未だに不充分であるよ

うに思われる。日本系企業の近現代中国にお

ける活動の研究は、従来、主に日本経済史の

分野から日本に所蔵された史料を使用し研

究が展開され、着実な成果を上げてきた。し

かし、個々の企業に関する一次資料を用いた

成果は意外にも少ないのが現状であり、個々

の企業の活動が、中国社会にどのような影響

を与え、中国で如何なる経験を積んだのかに

ついての分析は不充分である。その一方で、

日本系企業の進出した中国では、近年急速に

史料公開が進み、上海、南京、青島など各地

の文書館に多くの日本系企業の一次資料が

保管されていることを確認できていた。 

(2)本研究は上記のような現状に鑑み、在華

日本系企業の活動の実態を明らかにすると

ともに、中国資本企業や中国社会が在華日本

系企業の活動より受けた影響についても明

かにする。その際に重視するのは、在華日本

系企業が中国社会に与えた影響と、在華日本

系企業が中国における活動で培った「中国経

験」とも呼べるものである。このような在華

日本系企業の中で、民間投資として最大規模

だった在華日本紡織業（以下、在華紡と略称

する）を例にあげれば、在華紡の経営・管理

技術は、日本本土の紡織企業のそれとは異な

り、中国に合わせて形成された独自ものだっ

た。そしてこの在華紡の経営・管理技術は、

日本留学の経験や在華紡に勤務経験を持つ

中国人技術者により、中国資本企業にも拡大

する可能性のあったことが既に指摘されて

いる。またこうした経営・管理技術の形成に

、中国資本紡織企業を含めた中国社会が在華

紡に強い影響を及ぼしたことは自明の理で

あり、こうした相互作用についても注視しつ

つ分析を進めた。 

 

２．研究の目的 

本研究は対象とする時期を、中国への日本
系企業(在華日本企業の資本形態には、日本
資本単独出資や日中合資など様々な形態が
あり、「日本系企業」の呼称を用いる)の進
出の本格化した第一次世界大戦終結（1910 年
代末）から、第二次大戦敗戦による中断（1945
年）までの期間とし、この間の中国における
日本系企業の中国での活動を重工業、紡織な
どの軽工業、電力などのエネルギー産業、鉄

道などの近代交通網の整備、中国への技術移
転などの面を通じて多面的に明らかにする
ことを目的としている。 

 

３．研究の方法 

当該分野における一次資料を使用した研

究は日本・中国・台湾・欧米を問わず極めて

未開拓の現状にあった。 

(1)これまで在華日本系紡織企業の研究は、

主に日本経済史研究の方面から進められ、そ

の主な成果として高村直助『近代日本綿業と

中国』東京大学出版会、1982年、西川博史『

日本帝国主義と綿業』ミネルヴァ書房、1987

年をあげることができる。これらの成果に共

通する視角は、日本の帝国主義的な対中国経

済進出の具現化として在華日本系紡織企業

をとらえ、これを中国資本紡織企業の阻害要

因としてとらえるものだった。また中国にお

ける代表的な成果である杜恂誠『日本在旧中

国的投資』上海社会科学院出版社、1986年も

、同様の視角を共有している。 

(2)本研究プロジェクトの成員も、このよう

な視角を否定するものではないが、在華日本

系企業の歴史的意義を帝国主義的経済進出

の具現化という視角のみでは、その全体像を

解明しきれないものと考えている。その点お

いて、桑原哲也の『企業国際化の史的分析』

1990年は、日本における多国籍企業の発端と

しての在華日本系紡織企業のあり方を解明

した画期的なものだった。しかしながら、桑

原の成果においても、日中両国に散在する、

特に中国において公開の進められている一

次史料の使用という点からみれば不充分な

点が多々残されているといっても差し支え

ない。また在華日本系企業が、その当時の中

国資本企業や中国社会に及ぼした影響につ

いても、旧「満州」（現中国東北）地区を除

く中国本土においては、必ずしも充分には解

明されてこなかった。 

(3)本研究は、上述の史料面と研究視角にお

いて残された問題を解決し、近現代中国経済

史研究の空白を埋めるために行うものであ

り、富澤、久保は紡織業における在華日本企

業と中国資本企業の相互作用、桑原、阿部は

紡織業における在華日本系企業、萩原は製鉄

業を中心とした重工業における在華日本系

企業、金丸は電力を中心としたエネルギー産

業における在華日本系企業の分析を行った。 
 
４．研究成果 



 

 

「研究成果の概要」にも記したが、主要な

ものとして以下の 3 つがあげられる。(1)社会

経済史学会第 78 回全国大会におけるパネ

ル・ディスカッション「両大戦間期・第二次

大戦期の中国における在華日系企業の活動

－内外綿会社の活動を事例として」（2009 年

9 月 27 日）、およびシンポジウム「両大戦間

期・第二次大戦期の中国における在華日系企

業の活動」（2009 年 9 月 28 日、東京大学社

会科学研究所）の開催。(2)富澤芳亜、久保亨、

萩原充編『近代中国を生きた日系企業』の刊

行（平成 23 年度科学研究費補助金（研究成

果公開促進費）交付内定）。(3)在華紡関係者

のインタビューの文字化とその校閲（一部は

雑誌論文①として公刊済み）。 

 当該分野における日本の代表的な学会で
ある社会経済史学会において、パネル・ディ
スカッションを開催したことなどにより、一
次史料を使用しつつ、在華日本企業と中国社
会の相互作用を確認するという研究方法・視
角は高い評価を受けることができた。また、
この成果については、平成 23 年度中に『近
代中国を生きた日系企業』として刊行される
予定となっている。「５．主な発表論文等」
にあるように、本科研においては、雑誌論文
39、学会報告 24、図書 17 件というように、
研究面において大きな成果をあげることが
できた。またこれに含まれない張忠民「一戦
前中、日、英在華棉紡織業之競争」『上海档
案史料研究』第 8 輯、2010 年、29-41 頁のよ
うな海外の研究協力者の諸成果もあり、海外
の研究者との連携という点でも成果をあげ
ることができた。くわえて(3)の在華紡関係者
のインタビューの文字化とその校閲につい
ても、その一部を、桑原哲也、富澤芳亜「在華

紡勤務 27 年の回顧――稲葉勝三氏（豊田紡織廠）

インタビュー」『近代中国研究彙報』第 33 号、2011

年、1-63 頁として公開することができた。すでに

全てのインタビューの文字化を終えており、校閲

を終えたものから、順次、公開する予定であり、

一次史料の整理という面からも大きな成果をあげ

ることができた。 
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